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1１．はじめに

２．本資料の説明内容

2023/3/28の審査会合における、新規制基準施行に伴う変更のうち火山影響等発生時の
体制の整備および第２編に対する指摘事項について回答する。

１．説明実績

2023/3/28 第1129回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合
島根原子力発電所保安規定変更認可申請に係る概要を説明。
①新規制基準施行に伴う変更
②火山影響等発生時の体制の整備に伴う変更
③有毒ガス発生時の体制の整備に伴う変更
④原子力安全文化の育成および維持活動体制の見直し

2023/12/7 第1209回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合
2023/3/28の審査会合での指摘事項について回答。
①重大事故等対処設備に係る運転上の制限等（SA設備のLCO／AOT）
②原子力安全文化の育成および維持活動体制の見直し



2２．指摘事項に対する回答（第１７条関連 体制の整備）

No 審査会合（3/28）指摘事項 回答 資料

1 火山影響等発生時の体制の整
備について、実用炉則第83条第
一号ロ（１）～（３）の対応
について説明されているが、第四
号の具体的な対応についても今
後説明すること。

第四号の具体的な対応について、以下を説明する。
・緊急時対策所の居住性の確保について、扉の開放及び仮設
フィルタの設置の手順を整備する。
・通信連絡設備の確保について、降下火砕物の影響を受けない
複数の通信連絡設備の確保及び高圧発電機車を降灰に対して
強度を有する建物（原子炉建物）内に移動し給電を行う手順
を整備する。

スライド
P.14～16

2 火山影響等発生時の体制の整
備における炉心冷却等の対策に
ついて、あらためて保安規定の審
査の中で説明が必要な項目を整
理し、当該対策の有効性を説明
すること。

火山影響等発生時の体制の整備における炉心冷却等の対策に
ついて、保安規定の審査の中で説明が必要な項目を以下のとお
り説明する。
■実用炉則第83条第一号ロ(1)
・非常用ディーゼル発電機の機能維持するために降灰開始までに
改良型フィルタを取り付けたフィルタコンテナの接続が可能であるこ
と。
■実用炉則第83条第一号ロ(2)、(3)
・全交流動力電源が喪失した場合に、水源をサプレッションチェン
バから復水貯蔵タンクに切り替えたうえで、高圧原子炉代替注水
系又は原子炉隔離時冷却系による炉心冷却が可能であること。
・降下火砕物に対して復水貯蔵タンクが構造健全性を有すること。

スライド
P.4～22

上記指摘事項を含め、３．保安規定第17条の3 火山影響等発生時の体制の整備および
４．第２編 火山影響等発生時の体制の整備について説明する。



3３．保安規定第17条の3 火山影響等発生時の体制の整備

■目次
３．１ 火山影響等発生時における炉心冷却のための手順等
３．２ 非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための手順等
３．３ 原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための手順等
３．４ 高圧原子炉代替注水系を用いた炉心冷却のための手順等
３．５ その他関係する手順等
３．６ 24時間以降の炉心冷却等の対応

別紙１ 火山影響等発生時における炉心冷却の成立性
別紙２ 降下火砕物に対する復水貯蔵タンクの構造健全性

参考 気中降下火砕物濃度の算出
降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出
先行プラントとの比較
PWRとBWRにおける対策例



4３．１ 火山影響等発生時における炉心冷却のための手順等（１／３）

（１）火山影響等発生時における炉心冷却のための対応フロー



5３．１ 火山影響等発生時における炉心冷却のための手順等（２／３）

（２）原子炉停止・対応着手の判断フロー

噴火予報の概要（気象庁HPより）噴火に関する火山観測報（気象庁HPより）

下線：保安規定第57条の３に定める外部電源

島根原子力発電所の外部電源概要



6３．１ 火山影響等発生時における炉心冷却のための手順等（３／３）

（３）対応のタイムチャート

手順の内容*2

●降灰予報に伴う原子炉停止判断

●方針決定・外部との連絡・プラント全体監視他

当直長

（中央制御室）
1

●当直長補佐・操作指示・プラント全体監視他
当直副長

（中央制御室）
1

●原子炉停止（手動）

●プラント状態監視他

運転員

（中央制御室）
1

●フィルタコンテナ接続 緊急時対策要員 8

●状況判断

●非常用ディーゼル発電機 動作確認

●状況判断

●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水確認

●水源切替（Ｓ／Ｃ→復水貯蔵タンク） 5分

●蓄電池切替（B-115V系蓄電池→B1-115V系蓄電池

（SA））

運転員

（現場）
【2】 30分

●状況判断

●高圧原子炉代替注水系起動操作

●高圧原子炉代替注水系による原子炉注水

●水源切替操作（Ｓ／Ｃ→復水貯蔵タンク）

●水源切替操作（Ｓ／Ｃ→復水貯蔵タンク）
運転員

（現場）
2

●Ｍ／Ｃ受電準備

●受電確認

●移動，原子炉建物の扉開放

●Ｍ／Ｃ受電準備

●受電確認

●高圧発電機車移動

●高圧発電機車へのケーブル接続

●排気ダクト配置

●Ｍ／Ｃ切替盤作業，移動

●高圧発電機車 起動・運転確認

●緊急時対策所受電確認 緊急時対策要員 【1】

●高圧発電機車の燃料補給 緊急時対策要員 【2】

緊急時対策所の

居住性確保
●緊急時対策所扉の開放，仮設フィルタ取付け 緊急時対策要員 1

運転員 7/7

緊急時対策要員 12/26

*1：運転員（中央制御室）は運転員3名（当直長および当直副長含む）の内数で実施

*2：下線は屋外作業を示す。

経過時間

0分 10分 20分 30分 40分 21h 22h 23h 24h 25h15h 16h 17h 18h 19h 20h110分 120分 8h 9h50分 60分 70分 80分 90分 100分

手順の項目

要員数（名）

【】は他作業後

移動してきた要員

ロ(1),ロ(2),

ロ(3)

共通対応事項

中央制御室内状況判

断・運転操作

継続実施

継続実施

ロ(1)対応事項
非常用ディーゼル発電

機の機能維持

45分

継続実施

10分
運転員

（中央制御室）
*1

                  　　  　　　　継続実施

ロ(3)対応事項
原子炉隔離時冷却系を

用いた炉心冷却

運転員

（中央制御室）
*1

10分

                               継続実施                               継続実施

ロ(2)対応事項

高圧原子炉代替注水系

を用いた炉心冷却

運転員

（中央制御室）
*1

10分

10分

25分

                      継続実施

5分

通信連絡設備の確保

運転員

（中央制御室）
*1

第四号対応事項

25分

運転員

（現場）
2

10分

5分

60分

緊急時対策要員 3

20分

5分

21分

31分

5分

5分

合計要員数/常駐要員数

－ 5 3 5 7 5

（45分以内で実施）

28分

          2時間ごとに実施

－

3 5 3 －

－ 12 3 1 2

0分
噴火発生

10分
降灰予報発表・対応着手

55分（最短）

降灰開始・外部電源喪失

ロ(3)のタイムチャートは，降灰開

始と同時にロ(1)の対応が不可能と

なった場合を想定

ロ(2)のタイムチャートは，降灰開

始と同時にロ(1)，(3)の対応が不可

能となった場合を想定

時間を黒字で示した作業は，

ロ(1)，ロ(2)，ロ(3)の各対

応時のみ実施する。

24時間

降灰終了

時間を赤字で示した項目は，

降灰開始前に実施が必要な作

業であるため，ロ(1)，ロ(2)，

ロ(3)の区別なく，並行して

実施する。

第四号対応事項のうち通信連絡設備

の確保のタイムチャートは，降灰開

始と同時にロ(1)の対応が不可能と

なった場合を想定

対応ロ(3)の場合

9時間25分（最短）

蓄電池切替え（B→B1）



7３．２ 非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための手順等（１／３）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（１））

火山影響等発生時において、原子炉停止後、外部電源喪失が発生した場合は、炉心崩壊熱の除去を
維持継続する必要があるため、非常用ディーゼル発電機A系およびB系からの給電により原子炉隔離時冷却
系による炉心冷却を行う。なお、最終ヒートシンクへの熱輸送については、原子炉補機冷却水系（原子炉補
機海水系を含む。）を用いた残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）および残留熱除去系
（原子炉停止時冷却モード）により実施する。

この場合、継続して非常用ディーゼル発電機A系およびB系の機能を維持する必要がある。
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   ：原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

   ：原子炉隔離時冷却系（注水系） 



8

平面図

フィルタコンテナ接続概要図

Ａ系

非常用ディーゼル発電機A系およびB系については、給気フィルタが降下火砕物によって閉塞することが想定
されるが、対策として火山影響等発生時には、屋外に設置された給気口に改良型フィルタを取り付けたフィル
タコンテナを接続することによって機能維持が可能である。
改良型フィルタは降灰が24時間継続した場合でも閉塞しないことを性能確認試験によって確認している。

３．２ 非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための手順等（２／３）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（１））

排気

排気

消音器

給気消音器

給気

排気ガス

過給機

空気

冷却器

ディーゼル機関 発電機

排気管

給気管

圧縮空気

燃焼ガス

給気

非常用ディーゼル発電機

給気口
改良型フィルタ

給気フィルタ

非常用ディーゼル発電機の給気ライン概略図側面図 (A-A)

【フィルタコンテナ接続の概略手順】
①閉止板，フレキシブルダクト，アタッチメントを準備する
②閉止板を給気口に取り付ける
③フレキシブルダクトをアタッチメントにより接続する

非常用ディーゼル発電機給気口

フレキシブルダクト※ 

（着脱式）

アタッチメント※

（着脱式）

閉止板※

（着脱式）

フィルタコンテナ

改良型フィルタ

：改良型フィルタをフィルタコンテナに取り付けた状態で
原子炉建物屋上に設置し，養生したうえで保管

※：フィルタコンテナ接続作業に用いる部材（原子炉建物屋
上に設置した収納箱に保管）

非常用ディーゼル発電機の概略構成図（1系統分）

非常用ディーゼル発電機給気口およびフィルタコンテナ（Ａ系
およびＢ系）設置概要図（原子炉建物 EL42800）

Ｂ系
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【作業の成立性】
必要要員数および作業時間
 必要要員数：緊急時対策要員８名

非常用ディーゼル発電機A系およびB系に対して、４名／系統で改良型フィルタが取り付けられた
フィルタコンテナを接続する。

 作業時間（想定）フィルタコンテナ接続 45分（移動20分、作業25分）

３．２ 非常用ディーゼル発電機の機能を維持するための手順等（３／３）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（１））

手順の項目 要員
要員数
（名）

　

※1：実績に保守性を考慮し設定
※2：作業内容（フレキシブルダクトの接続，給気口への閉止板取付け等）から類似作業での実績に保守性を考慮し設定

経過時間（分）

フィルタコンテナ接続※2

非常用ディーゼル
発電機Ｂ系

フィルタコンテナ接続
緊急時対策要員 4

移動※1

フィルタコンテナ接続※2

非常用ディーゼル
発電機Ａ系

フィルタコンテナ接続
緊急時対策要員 4

移動※1

0分

噴火発生

約10分

噴火予報発表・対応着手

0 10 20 30 40 50 60 70 80

55分（最短）

降灰開始・外部電源喪失

0分

噴火発生

約10分

噴火予報発表・対応着手

0 10 20 30 40 50 60 70 80

55分（最短）

降灰開始・外部電源喪失



10３．３ 原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための手順等（１／２）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（３））

 火山影響等発生時に全交流動力電源が喪失した場合は、原子炉隔離時冷却系（タービン駆動の常設施
設）により炉心冷却を実施するが、第一水源であるサプレッションチェンバの水温上昇により原子炉隔離時冷
却系ポンプの運転継続が困難となる可能性があるため、降灰が24時間継続した場合においても冷却が可能と
なるよう、注水開始後に水源をサプレッションチェンバから復水貯蔵タンクに切り替える※。

 原子炉隔離時冷却系による炉心冷却については、炉心の著しい損傷を防止できることを解析により確認して
いる（別紙１参照）。

 復水貯蔵タンクは降下火砕物に対して構造健全性を有しており、炉心冷却に必要な水量を確保している
（別紙２参照）。
※：設置許可基準規則適合性審査時の有効性評価「全交流動力電源喪失（長期TB）」での対応と異なる対応。
下線：先行BWRプラントと相違。有効性評価と異なる水源を用いた対応は、先行PWRプラント（川内、玄海）と同様。
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：原子炉隔離時冷却系（蒸気系）

：原子炉隔離時冷却系（注水系（切替後））

：原子炉隔離時冷却系（注水系（切替前））
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開→閉

凡例

建物内 屋外

復水貯蔵タンクへの水源切替え時の操作対象弁の
開閉状態（中央操作）
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【作業の成立性】
必要要員数および作業時間
 原子炉隔離時冷却系は、原子炉水位の低下によって自動起動する。自動起動後は、中央制御室より

動作を継続監視する。
 降灰が24時間継続した場合においても冷却が可能となるよう、注水開始後に水源をサプレッションチェンバ

から復水貯蔵タンクに切り替える。運転員（中央制御室）による切替え操作は全交流動力電源喪失か
ら15分までに行うが、他操作との輻輳はない。

 原子炉隔離時冷却系の起動および運転員等による監視計器（原子炉圧力・水位等）への給電に必
要な蓄電池のうちＢ－115V系蓄電池は、Ｂ１－115V系蓄電池（ＳＡ）による給電に切り替える。
運転員（現場）による切替え操作が全交流動力電源喪失から８時間後に必要となるが、他操作との
輻輳はない。なお、230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）は、負荷切離しを行わず24時間にわたって電力を供
給できる容量を有するため、切替え操作は不要である。

３．３ 原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却のための手順等（２／２）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（３））

手順の内容

●状況判断

●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水確認

●水源切替（Ｓ／Ｃ→復水貯蔵タンク） 5分

●蓄電池切替（B-115V系蓄電池→B1-115V系蓄電池
（SA））

運転員
（現場） 【2】 30分

*1：運転員（中央制御室）は運転員3名（当直長および当直副長含む）の内数で実施

                               継続実施                               継続実施
ロ(3)対応事項

原子炉隔離時冷却系を
用いた炉心冷却

運転員
（中央制御室）

*1

10分

経過時間

50分 60分 70分 80分 90分 100分 110分 120分 8h 9h 15h 16h 17h 18h 19h 20h 21h 22h 23h 24h 25h

手順の項目
要員数（名）
【】は他作業後
移動してきた要員

0分 10分 20分 30分 40分

0分

噴火発生

10分

降灰予報発表・対応着手

55分（最短）

降灰開始・外部電源喪失

24時間

降灰終了

対応ロ(3)の場合

9時間25分（最短）
蓄電池切替え（B→B1）



12３．４ 高圧原子炉代替注水系を用いた炉心冷却のための手順等（１／２）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（２））

 火山影響等発生時に全交流動力電源が喪失し、かつ、原子炉隔離時冷却系の機能が喪失した場合は、
高圧原子炉代替注水系（タービン駆動の常設施設）により炉心冷却を実施するが、水源であるサプレッショ
ンチェンバの水温上昇により高圧原子炉代替注水ポンプの運転継続が困難となる可能性があるため、降灰が
24時間継続した場合においても冷却が可能となるよう、注水開始後に水源をサプレッションチェンバから復水
貯蔵タンクに切り替える※。

 高圧原子炉代替注水系による炉心冷却により、炉心の著しい損傷を防止できることを確認している（別紙１
参照）。

 復水貯蔵タンクは降下火砕物に対して構造健全性を有しており、炉心冷却に必要な水量を確保している
（別紙２参照）。
※：設置許可基準規則適合性審査時の有効性評価「全交流動力電源喪失（TBU）」での対応と異なる対応。
下線：先行BWRプラントと相違。有効性評価と異なる水源を用いた対応は、先行PWRプラント（川内、玄海）と同様。

 
原子炉建物 

サプレッションチェンバ 

原
子
炉
圧
力
容
器 

格納容器 

給水系より 

主蒸気系へ 

原子炉隔離時 

冷却系ポンプ 

駆動用蒸気 

タービン 

ドライウェル 

残留熱除去系へ 

MO MO 

AO AO 

MO MO HO 

MO 

原
子
炉 

浄
化
系
よ
り 

原子炉隔離時 

冷却系ポンプ 

MO 

MO MO 

高圧炉心 

スプレイ 

ポンプ 

MO 

高圧原子炉 

代替注水ポンプ 

駆動用蒸気タービン 高圧原子炉 

代替注水ポンプ 

MO 

MO 

MO 

MO 

残留熱除去系へ 

MO 

復水貯蔵 

タンク 

MO 
MO 

MO 

MO 

AO 

ストレーナ ストレーナ 

スパージャ 

MO 

残留熱除去系へ 

残留熱除去系へ 

 

MO 

MO 

※ 

MO 

MO 

※ 

開→閉

開→閉

閉→開閉→開 ：高圧原子炉代替注水系（蒸気系）

：高圧原子炉代替注水系（注水系（切替後））

：高圧原子炉代替注水系（注水系（切替前））

：

：

閉→開
開→閉

凡例

閉→開
開→閉

復水貯蔵タンクへの水源切替え時の操作対象弁の
開閉状態（中央操作）

復水貯蔵タンクへの水源切替え時の操作対象弁の
開閉状態（現場操作）

建物内 屋外
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【作業の成立性】
必要要員数および作業時間
 高圧原子炉代替注水系は、ロ（１）および（３）が対応不可となった後、状況判断10分、起動操

作10分で起動可能であり、起動後は、中央制御室より動作を継続監視する。
 降灰が24時間継続した場合においても冷却が可能となるよう、注水開始後に水源をサプレッションチェン

バから復水貯蔵タンクに切り替える。運転員（中央制御室）および運転員（現場）による切替え操作
は全交流動力電源喪失から35分までに行うが、他操作との輻輳はない。

 なお、高圧原子炉代替注水系の起動および運転員等による監視計器（原子炉圧力・水位等）への
給電に必要な蓄電池は、全交流動力電源喪失からＳＡ用115V系蓄電池による給電により24時間に
わたって電力を供給できる容量を有するため、切替え操作は不要である。

３．４ 高圧原子炉代替注水系を用いた炉心冷却のための手順等（２／２）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（２））

手順の内容

●状況判断

●高圧原子炉代替注水系起動操作

●高圧原子炉代替注水系による原子炉注水

●水源切替操作（Ｓ／Ｃ→復水貯蔵タンク）

●水源切替操作（Ｓ／Ｃ→復水貯蔵タンク）
運転員
（現場） 2

*1：運転員（中央制御室）は運転員3名（当直長および当直副長含む）の内数で実施

*2：実績に保守性を考慮し設定

25分
*2

5分

                      継続実施

10分

10分

ロ(2)
対応事項

高圧原子炉代替注水系
を用いた炉心冷却

運転員
（中央制御室） *1

手順の項目
要員数（名）
【】は他作業後
移動してきた要員

50分 60分 70分 80分 17h 18h 19h 20h110分 120分 8h 9h90分 100分

経過時間

0分 10分 20分 30分 40分 21h 22h 23h 24h 25h15h 16h

0分

噴火発生

10分

降灰予報発表・対応着手

55分（最短）

降灰開始・外部電源喪失

24時間

降灰終了



14３．５ その他関係する手順等（１／３）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第四号）

 緊急時対策所には、緊急対策所空気浄
化送風機および緊急時対策所空気浄化
フィルタユニットが設置されているが、降灰
時においてはフィルタの閉塞が懸念されるた
め送風機は使用しないこととし、緊急時対
策所扉の開放により居住性を確保する。

 緊急時対策所扉の開放時には、自然換
気により居住性を確保するため降下火砕
物が多量に流入することは考えにくいが、
念のため、緊急時対策所扉（２箇所）
に仮設フィルタを設置する。

緊急時対策所 居住性の確保

（１）緊急時対策所の居住性に関する手順等
火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために、緊急

時対策所の居住性を確保する手順等を整備する。
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（２）通信連絡設備に関する手順等
火山影響等発生時における通信連絡については、降下火砕物の影響を受けない複数の

通信連絡設備により機能を確保する手順等を整備する。

発電所内

所内通信連絡設備
（警報装置を含む）※3

有線式通信機

現場（屋内）

電力保安通信用電話設備
（固定電話機及びＰＨＳ端末）※1

所内通信連絡設備
（警報装置を含む） ※3

有線式通信機

中央制御室

電力保安通信用電話設備
（固定電話機，ＰＨＳ端末及び

ＦＡＸ）※1

衛星電話設備（固定型）※4

無線通信設備（固定型）※4

安全パラメータ表示システム
（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳデータ収集サーバ）※2

所内通信連絡設備
（警報装置を含む） ※3

有線式通信機

現場（屋外）

電力保安通信用電話設備
（固定電話機及びＰＨＳ端末）※1，5

所内通信連絡設備
（警報装置を含む） ※3

有線式通信機

緊急時対策所

電力保安通信用電話設備
（固定電話機，ＰＨＳ端末及び

ＦＡＸ） ※5

衛星電話設備（固定型※6，携帯型）

無線通信設備（固定型※6，携帯型）

安全パラメータ表示システム
（ＳＰＤＳ）及びデータ伝送設備

（ＳＰＤＳ伝送サーバ）※6

計算機室

衛星電話設備（携帯型）

無線通信設備（携帯型）

安全パラメータ表示システム
（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳデータ表示装置） ※6

統合原子力防災ネットワークに
接続する通信連絡設備

（テレビ会議システム，
ＩＰ－電話機及びＩＰ－ＦＡＸ）※6

テレビ会議システム（社内向）※6専用電話設備※6

衛星電話設備（社内向）※6局線加入電話設備
（固定電話機，ＦＡＸ）※7

統合原子力防災ネットワーク（有線系/衛星系）
・統合原子力防災ネットワークに
接続する通信連絡設備

・データ伝送設備

通信事業者回線（有線系）
・専用電話設備

電力保安通信用回線（有線系）
・電力保安通信用電話設備
・テレビ会議システム（社内向）
・データ伝送設備

統合原子力防災ネットワーク（有線系/衛星系）
・統合原子力防災ネットワークに
接続する通信連絡設備

発電所外（社外）

国データセンター
（ＥＲＳＳ）

地方公共団体
（島根県，松江市）

国
（ＥＲＣ等）

その他関係機関
（社外）

発電所外（社内）

その他関係機関
（社内）

本社
（即応センター等）

：有線系

：無線・衛星系

：有線/無線・衛星系

：有線/衛星系

：有線/無線系
（データ伝送）

：通信連絡

：データ伝送

：専用回線

：専用回線

：専用回線

：非専用回線

：専用回線

：非専用回線

・無停電電源装置（充電器
を含む）による給電のみ
の場合
【使用可能時間】
※1：20時間
※2：70分
※3：17時間
※4：24時間
※5：7時間
※6：1時間
※7：通信事業者回線か

ら給電。
端末は1時間

電力保安通信用回線（無線系）
・電力保安通信用電話設備
・専用電話設備
・データ伝送設備

通信事業者回線（有線系）
・局線加入電話設備（災害時優先契約あり）

通信事業者回線（衛星系）
・衛星電話設備

通信事業者回線（衛星系）
・衛星電話設備
・衛星電話設備（社内向）

電力保安通信用回線（有線系）
・専用電話設備

通信事業者回線（有線系）
・局線加入電話設備（災害時優先契約あり）

通信事業者回線（衛星系）
・データ伝送設備

通信事業者回線（衛星系）
・データ伝送設備

専用電話設備

３．５ その他関係する手順等（２／３）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第四号）
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A-非常用DG

予備

第４保管エリア

C-M/C

C-L/C

C-動力変圧器

変圧器

210V

緊急時

対策所用

発電機※

緊急時

対策所用

発電機※

緊急時

対策所用

発電機※

緊急時

対策所用

発電機※

予備

空気浄化装置操作盤

空気浄化装置接続盤

緊急時対策所

空気浄化送風機

緊急時対策所 低圧母線盤

緊急時対策所 低圧受電盤

変圧器

緊急時対策所

低圧分電盤1

緊急時対策所

低圧分電盤2 空調設備

充電器

蓄電池

1000Ah

２台のうち１台は

待機予備

通信棟

緊急時対策本部

蓄電池

1000Ah 緊急時対策所

直流115V充電器

緊急時対策所

無停電交流電源装置

無
線
通
信
設
備
（
固
定
型
）

衛
星
電
話
設
備
（
固
定
型
）

Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ
伝
送
サ
ー
バ

電話交換機

Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ
デ
ー
タ
表
示
装
置

局
線
加
入
電
話
設
備
（
固
定
電
話
機
）

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
（
社
内
向
）

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
す
る

通
信
連
絡
設
備
（
Ｉ
Ｐ─

電
話
機
）

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
す
る

通
信
連
絡
設
備
（
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
）

総
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
す
る

通
信
連
絡
設
備
（
Ｉ
Ｐ─

Ｆ
Ａ
Ｘ
）

無
線
通
信
設
備
（
携
帯
型
）

充
電
式
電
池

衛
星
電
話
設
備
（
携
帯
型
）

充
電
式
電
池

局
線
加
入
電
話
設
備
（
Ｆ
Ａ
Ｘ
）

衛
星
電
話
設
備
（
社
内
向
）

（
衛
星
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
（
社
内
向
）
）

衛
星
電
話
設
備
（
社
内
向
）

（
衛
星
社
内
電
話
機
）

専
用
電
話
設
備
（
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
）

210V

充電器

蓄電池

1000Ah

２号機非常用所内

電源から給電

所
内
通
信
連
絡
設
備
（
警
報
装
置
を
含
む
。
）

（
ハ
ン
ド
セ
ッ
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）

電
力
保
安
通
信
用
電
話
設
備
（
Ｐ
Ｈ
Ｓ
端
末
）

充
電
式
電
池

電
力
保
安
通
信
用
電
話
設
備
（
固
定
電
話
機
）

電
力
保
安
通
信
用
電
話
設
備
（
Ｐ
Ｈ
Ｓ
基
地
局
）

電
力
保
安
通
信
用
電
話
設
備
（
Ｆ
Ａ
Ｘ
）

専
用
電
話
設
備
（
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
）

：高圧遮断器

：低圧遮断器

：配線用遮断器

：可搬ケーブルのコネクタ

：メタルクラッド開閉装置

：ロードセンタ

：交換機又は制御装置等か

ら給電

：非常用ディーゼル発電設

備又は無停電電源装置

（充電器等を含む）

：重大事故等対処設備

：設計基準対象施設及び重

大事故等対処設備として

使用する設備

【凡例】

M/C

L/C

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
（
社
内
向
）

所
内
通
信
連
絡
設
備
（
警
報
装
置
を
含
む
。
）

（
ス
ピ
ー
カ
）

緊急時対策所

無停電分電盤1

免震重要棟

有
線
式
通
信
設
備

乾
電
池

高圧発電機車

※：火山影響等発生時

には使用しない。

【火山影響等発生時において通信連絡設備の機能を確保するための電源系統の概要】

３．５ その他関係する手順等（３／３）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第四号）

通信連絡設備は、非常用ディーゼル発電機
Ａ系の機能が喪失した場合においても機能
維持が可能な様に、高圧発電機車による給
電または乾電池により使用する。

高圧発電機車は通信連絡設備の給電に必
要な容量を有している。

高圧発電機車は火山灰の影響を受けないよ
うに降灰に対して強度を有する建物（原子
炉建物）内に移動し給電を行う。なお、24
時間の給電に必要な燃料は、非常用ディー
ゼル発電機燃料デイタンクより補給する。



17３．６ 24時間以降の炉心冷却等の対応
（ロ（２）、ロ（３）による対応に移行している場合）

（１）24時間以降の炉心冷却等の手順
降灰終了後には交流動力電源を復旧し、低圧注水に移行するが、原子炉急速減圧により格納容器圧力が急

激に上昇し、格納容器ベント等の格納容器除熱が必要な状態に至らないよう、残留熱除去系（格納容器冷却
モード）による原子炉格納容器除熱を行ったのちに、原子炉急速減圧を実施する。その後、残留熱除去系（低
圧注水モード）による原子炉注水により原子炉水位を維持する。また、高圧炉心スプレイ系、低圧原子炉代替注
水系（可搬型）等による炉心冷却が可能である。

なお、最終ヒートシンクへの熱輸送については、原子炉補機冷却水系（原子炉補機海水系を含む。）を用いた
残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）および残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）により実
施することが可能である。

（２）24時間以降の電源復旧
火山噴火から24時間が経過し、降灰終了後の電源復旧対応については、非常用ディーゼル発電機A系および

B系が喪失した場合においても、高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の起動によりただちに電源供給が可能である。
この他にも常設代替交流電源設備、可搬型代替交流電源設備による電源供給が可能である。

○電源復旧の流れ
使用設備

待機設備

　実用炉規則

　第八十三条

　第一号対応

外部電源

　ロ（１）

　ロ（２）、

　ロ（３）

火山噴火

▽（0分）

降灰開始

▽（約55分）

降灰終了

▽（約24時間）

外部電源

非常用ディーゼル発電機(A)(B)

（原子炉隔離時冷却系等）
　  　   非常用ディーゼル発電機(A)(B)

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系）

115Ｖ系蓄電池および230Ｖ系蓄電池

（原子炉隔離時冷却系または高圧原子炉代替注水系）

非常用ディーゼル

発電機(A)(B)

機能喪失後移行



18【別紙１】火山影響等発生時における炉心冷却の成立性（１／４）

 ロ（２）、ロ（３）で想定するシナリオに即した解析を実施した結果、高圧原子炉代替注水系または原子
炉隔離時冷却系により原子炉水位は適切に維持されることで、炉心の著しい損傷に至らないことを確認した。
また交流動力電源復旧後、残留熱除去系（格納容器冷却モード）等による格納容器除熱を行うことで、
格納容器側でも有効性評価の判断基準を満足することを確認した。

 ロ（２）、ロ（３）の対応に関して対応手順の内容に差はなく、解析結果も大きな差はないため、以降は
一例としてロ（３）の原子炉隔離時冷却系を用いた炉心冷却に関する主要解析条件及び解析結果を示
す。

炉心損傷防止対策の評価項目
• 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却できる

ものであること。具体的には、燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること及び
燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの15%以下であるこ
と。

• 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が、最高使用圧力8.62MPa[gage]の
1.2倍の圧力10.34MPa[gage]を下回ること。

格納容器破損防止対策の評価項目
• 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が、限界圧力である最高使用圧力

427kPa[gage]の約２倍の圧力853kPa[gage]を下回ること。
• 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が限界温度200℃を下回ること。
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項目 主要解析条件 条件設定の考え方

解析コード 原子炉側：ＳＡＦＥＲ

格納容器側：ＭＡＡＰ

新規制基準適合性確認審査で実績のある

コードを使用。（主要条件のため記載）

起因事象 外部電源喪失 降灰によって、外部電源を喪失するものとして

設定。

安全機能の喪失に対す

る仮定

全交流動力電源喪失

屋外の可搬型設備の機能喪失

降灰によるすべての非常用ディーゼル発電機

等および屋外の可搬型設備の機能喪失を仮

定。

外部水源の温度 復水貯蔵タンク：50℃ 実績値を踏まえて設定。

原子炉隔離時冷却系

の水源切替え操作

・事象発生から15分後まではS/C水源，

以降はCST水源とする。

事象判断の時間を考慮して事象発生から

10分後に開始し、中央制御室内での操作

時間５分を加えた時間を設定。

常設代替交流電源設

備からの受電

事象発生から24時間10分後 本事象の前提条件として設定。

残留熱除去系（格納

容器冷却モード）による

格納容器除熱操作

・事象発生から24時間30分後

・急速減圧後は，Ｌ３到達後，残留

熱除去系（低圧注水モード）に切り

替える。

・格納容器圧力が13.7kPa[gage]到

達後は，残留熱除去系（サプレッショ

ンプール水冷却モード）に切替え，以

後冷却を継続実施する。

常設代替交流電源設備からの受電後、残

留熱除去系の起動操作に要する時間を考

慮して設定。

逃がし安全弁による原

子炉急速減圧操作

残留熱除去系復旧後格納容器圧力

200kPa[gage]到達時

原子炉急速減圧による格納容器圧力の急

激な上昇により格納容器ベント等の格納容

器除熱が必要な状態に至らないように設定。

残留熱除去系（低圧

注水モード）による原子

炉注水

急速減圧後，注水可能圧力から原子

炉注水を実施し，Ｌ８到達時に残留

熱除去系（格納容器冷却モード）へ

切り替える。

原子炉格納容器除熱および原子炉水位制

御（レベル３～レベル８）が継続的に可能

な条件として設定。

表１ 主要解析条件

【事象進展の概要】

原子炉隔離時冷却系自動起動を確認

残留熱除去系（低圧注水モード）による原
子炉への注水開始

（解析上の時刻）

（０秒）

（約6分）

（約15分後）

凡例

：操作・確認

：プラント状態

火山噴火

外部電源喪失発生

原子炉水位低（レベル２）到達

原子炉隔離時冷却系水源切替え

原子炉水位（レベル２）から原子炉水位高
（レベル８）に維持

（24時間
30分後）

残留熱除去系（格納容器冷却モード）によ
る格納容器スプレイ

格納容器圧力200kPa[gage]到達

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個に
よる原子炉急速減圧

注：これ以外の主要解析条件は原子炉設置変更許可申請書 添付書類十
全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）と同様

【別紙１】火山影響等発生時における炉心冷却の成立性（２／４）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（３））

常設代替交流電源設備からの受電
（24時間
10分後）
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評価項目 解析結果 判断基準

燃料被覆管の最高温度 約309℃（初期値） 1,200℃以下

燃料被覆管の酸化量 １％以下 15％以下

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力の最大値 約7.74MPa[gage]
10.34MPa[gage]（最高使用圧力
の1.2倍）未満

図１ 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 図２ 燃料被覆管温度の推移

 表２に示す評価項目について、解析結果が判断基準を満足することを確認した。
 原子炉水位（シュラウド内外水位）及び燃料被覆管温度の推移を図1及び図2に示す。

【解析結果（炉心損傷防止）】

表２ 解析結果

【別紙１】火山影響等発生時における炉心冷却の成立性（３／４）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（３））
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評価項目 解析結果 判断基準

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値 約361kPa[gage]
853kPa[gage]（格納容器限界圧力）
未満

原子炉格納容器バウンダリにかかる温度の最大値 約149℃ 200℃（格納容器限界温度）未満

図３ 格納容器圧力の推移

表３ 解析結果

 表３に示す評価項目について、解析結果が判断基準を満足することを確認した。
 格納容器圧力及び格納容器温度の推移を図３及び図４に示す。

図４ 格納容器温度の推移

【解析結果（格納容器破損防止） 】

【別紙１】火山影響等発生時における炉心冷却の成立性（４／４）
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 第八十三条 第一号ロ（３））
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評価部位 応力
発生応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

屋根板
一次一般膜 𝜎 ＝ 81 S = 

一次膜＋一次曲げ 𝜎 ＝ 135 S =

胴板
（上部）

一次一般膜 𝜎 ＝ 114 S = 231

一次膜＋一次曲げ 𝜎 ＝ 228 S = 346

ラフター 組合せ 𝜎 ＝ 116 S = 234

胴板
（下部）

一次一般膜 𝜎0＝ 74 S = 231

組合せ一次 𝜎1＝ 74 S = 346

圧縮と曲げの組合
せ（座屈の評価）

𝛼 ∙ 𝜎𝑥𝑐
1.5 ∙ 𝑓𝑏

+
𝛼 ∙ 𝜎𝑥𝑏
1.5 ∙ 𝑓𝑐

≦ 1

0.24

【別紙２】降下火砕物に対する復水貯蔵タンクの構造健全性

復水貯蔵タンクの概略構造図

復水貯蔵タンクの評価結果

施設名称

荷重※１

常時作用
する荷重

降下火砕物
による荷重

積雪荷重 風荷重

復水貯蔵タンク ○※２ ○ ○ －

※１：○は考慮する荷重を示す。
※２：屋根板、胴板（上部）およびラフターについては自重のみ考慮

荷重の組合せ
 屋根板、胴板（上部）およびラフターはＦＥＭによる応力解析を実

施し、胴板（下部）はＪＥＡＧ４６０１に基づいた１質点系モデ
ルによる強度評価および座屈評価を行う。

 常時作用する荷重は自重に加え、保有水の静水頭を考慮する。
 単位面積当たりの降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は、層厚

56cmの降下火砕物に積雪を考慮した8,938N/m2とする。
 風荷重は荷重の作用方向による鉛直下向き荷重の低減等により考

慮しない。
 復水貯蔵タンクを機能維持させるための荷重の許容限界は

ＪＥＡＧ４６０１の許容状態ⅢＡＳとする。



23【参考】気中降下火砕物濃度の算出（１／４）

気中火山灰濃度の算出方法については、柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２
号炉と同様に、原子力発電所の火山影響評価ガイドにおける「降灰継続時間を仮定して、降灰量から気中
降下火砕物濃度を推定する手法」を用いた。

１．気中降下火砕物濃度の推定手法
ガイドにおいては、以下の２つの手法のうちいずれかにより気中降下火砕物を推定することが求められて

いる。
a. 降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕物濃度を推定する手法
b. 数値シミュレーションにより気中降下火砕物濃度を推定する手法

これらの手法のうち、設置許可段階での降灰量（層厚）の数値シミュレーションとの連続性の観点から、
「a. 降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕物濃度を推定する手法」により気中降下火砕
物濃度を推定する。

２．気中降下火砕物濃度の算出方法
ガイドに基づく気中降下火砕物濃度の算出方法を以下に示す。
①粒径ｉの降下火砕物の降灰量Ｗｉ

Ｗｉ＝ｐｉＷＴ （ｐｉ：粒径ｉの割合 ＷＴ：総降灰量）
②粒径ｉの堆積速度ｖｉ

ｖｉ＝Ｗｉ/ｔ （ｔ：降灰継続時間）
③粒径ｉの気中濃度Ｃｉ

Ｃｉ＝ｖｉ/ｒｉ （ｒｉ：粒径ｉの降下火砕物の終端速度）
④気中降下火砕物濃度ＣＴ

ＣＴ＝ΣｉＣｉ

・



24【参考】気中降下火砕物濃度の算出（２／４）

３．入力条件および計算結果

入力条件 数値 備考

設計層厚 56 cm 設置(変更)許可を得た層厚（図１）

総降灰量 Wt 560,000 g/m2 設計層厚×降下火砕物密度1.0 g/cm3

降灰継続時間 t 24 h ガイド参考

粒径ｉの割合 Pi

別表参照

Tephra2による粒径分布の計算値

粒径ｉの降灰量 Wi 式①

粒径ｉの堆積速度 vi (g/s・m2） 式②

粒径ｉの終端速度 ri Suzuki（1983）参考（図２）

粒径ｉの気中濃度 Ci 式③

気中降下火砕物濃度 Ct 8.8 g/m3 式④

別表 粒径ごとの入力条件および計算結果
粒径i Φ

(μm）

-1～0

(1,414)

0～1

(707)

1～2

(354)

2～3

(177)

3～4

(88)

4～5

(44)

5～6

(22)

6～7

(11)
合計

割合

pi (wt%)
0.00 32.25 39.50 19.00 7.65 1.45 0.09 0.00

降灰量

Wi (g/m2)
0 180,600 221,200 106,400 42,840 8,120 511 0 WT=560,000

堆積速度

vi (g/s・m
2
)

0.00 2.090 2.560 1.231 0.496 0.094 0.006 0.00

終端速度

ri (m/s)
2.50 1.80 1.00 0.50 0.35 0.10 0.03 0.01

気中濃度

Ci (g/m3)
0.000 1.161 2.560 2.463 1.417 0.940 0.197 0.000 CT=8.74



25【参考】気中降下火砕物濃度の算出（３／４）

図１ 敷地における降下火砕物の層厚評価

・原子力発電所に影響を及ぼし得る火山について，原子力発電所の運用期間中の噴火規模を想定し，降下火砕物の影響評価を行う。
・地理的領域内（半径160km以内）の三瓶山及び大山については，これらを給源とする降下火砕物が敷地に到達した可能性があること及び
過去にVEI６規模の噴火が発生していることを踏まえ，詳細評価を行う。

三瓶山
（三瓶浮布テフラ）

大山
（大山松江テフラ）

大山
（大山生竹テフラ）

噴火規模の想定

・原子力発電所の運用期間中の規模として，三
瓶浮布テフラの噴火の可能性を考慮する。
・Maruyama et al.（2020）によるテフラ分布域を
踏まえ，三瓶浮布テフラ噴出時の噴火規模に
ついて検討する。

・原子力発電所の運用期間中の規模として，敷地
周辺において確認された大山松江テフラの噴出
規模を想定する。

・大山倉吉軽石以外の噴火の中で最大規模
となる大山生竹テフラの噴火の可能性も考
慮する。

文献調査
・三瓶浮布テフラは，敷地に到達していないとさ
れている。

・大山松江テフラの敷地における層厚は，20～
50cmとされている。

・大山生竹テフラは，敷地に到達していないと
されている。

地質調査

・三瓶浮布テフラは，敷地及び敷地周辺（敷地
を中心とする半径約30km範囲）では確認され
ていない。

・大山松江テフラは，敷地では確認されていない。
・敷地周辺（敷地を中心とする半径約30km範囲）に
おける地質調査の結果，大山松江テフラの敷地
における層厚は30cm程度と推定される。

・大山生竹テフラは，敷地及び敷地周辺（敷地
を中心とする半径約30km範囲）では確認さ
れていない。

火山灰
シミュレーション

・風向の不確かさとして敷地方向への仮想風を
考慮した火山灰シミュレーションを実施した結
果，敷地における層厚は33.5cmとなった。

・火山灰シミュレーションの結果，偏西風の弱まる
８月の降下量が最大となり，敷地における降灰
層厚は0.1cmとなった。

・現在の気象条件では，敷地の東方に位置する大
山を給源とする降下火砕物が町田・新井（2011）
や地質調査結果において確認されたような西向
きの降灰分布となる可能性は十分小さいことが
火山灰シミュレーションからも確認された。

・大山生竹テフラは，敷地及び敷地周辺では
確認されていないことから，火山灰シミュ
レーションにより敷地における降灰層厚を確
認した。
・風向の不確かさとして敷地方向への仮想風
を考慮した火山灰シミュレーションを実施し
た結果，敷地における降灰層厚は44.5cmと
なった。

敷地周辺の層厚
を踏まえた検討

・敷地は三瓶山の風下側に位置し，風向によっ
ては降灰が想定される。また，Maruyama et al.
（2020）によると，三瓶浮布テフラの分布域は
明確に２方向に区分され，その一方（SUk-U）
が中国地方の広範囲で分布している。以上の
ことから，敷地方向への仮想風を考慮した火
山灰シミュレーションによる検討に加え更なる
保守的な検討として，町田・新井（2011）による
50cm等層厚線の主軸は三瓶山から敷地の方
向とは異なるが，その主軸上の三瓶山から敷
地までの距離に相当する55km地点の降灰層
厚を敷地における降灰層厚として考慮した結
果，敷地における降灰層厚は55.5cmとなった。

・地質調査結果による実績層厚を踏まえ敷地にお
ける降灰層厚を30cm程度と推定した。

・敷地は大山の風上側に位置すること，大山
生竹テフラは，大山から東方への細長い降
灰分布を示し，その分布範囲も限定的であ
ることから，敷地周辺の降灰層厚を踏まえた
検討は実施しない。



26【参考】気中降下火砕物濃度の算出（４／４）

図２ Suzuki(1983)※における降下火砕物の粒径と終端速度との関係図
※：Suzuki, T. (1983) A Theoretical model for dispersion of tephra, Arc Volcanism: 

Physics and Tectonics: 95-116, Terra Scientific Publishing.



27【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（１／７）

火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うため、降下火砕物
に対して評価すべき施設の抽出について、以下の観点から施設を抽出する。

①設置許可基準規則および技術基準規則適合性審査での評価対象施設のうち評価すべき施
設の抽出

②その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要
な施設のうち、評価すべき施設の抽出

１．設置許可基準規則および技術基準規則適合性審査での評価対象施設のうち評価すべき
施設の抽出
設計基準対象施設のうち、気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設を「原子力発電

所の火山影響評価ガイド」を参照し抽出する。抽出の方法は以下のとおり。

(1) 火山事象に対する評価対象施設および影響因子の抽出
(2) 気中降下火砕物濃度に対して評価が必要な影響因子の整理
(3) 気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設の抽出



28【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（２／７）

（１）火山事象に対する評価対象施設および影響因子の抽出
評価対象施設は、建物等、屋外に設置されている施設、降下火砕物を含む海水の流路となる施設、降下火砕物を

含む空気の流路となる施設、外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設および外部事象
防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設に分類し、抽出する。

また、降下火砕物の特徴からその影響因子となり得る荷重、閉塞、摩耗、腐食、大気汚染および絶縁低下を抽出し、
評価対象施設の構造や設置場所等を考慮して、各設備に対する影響因子を抽出する。

施設区分 評価対象施設 影響因子

建物等

・原子炉建物

・タービン建物

・制御室建物

・廃棄物処理建物

・排気筒モニタ室

・ディーゼル燃料貯蔵タンク室

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

荷重、腐食

・海水ポンプ（原子炉補機海水ポンプ、高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ） 荷重、腐食

・海水ストレーナ（原子炉補機海水ストレーナ、高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ） 腐食

・燃料移送ポンプ（非常用ディーゼル発電機Ａ系（燃料移送系）、高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）） 腐食

・排気筒

・非常用ガス処理系排気管

・排気筒モニタ

腐食

降下火砕物を含む海水の

流路となる施設

・海水ポンプ（原子炉補機海水ポンプ、高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ）

・海水ストレーナ（原子炉補機海水ストレーナ、高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ）および下流設備
閉塞、摩耗、腐食

・海水ポンプ（原子炉補機海水ポンプ、高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ） 閉塞、摩耗、腐食

・非常用ディーゼル発電機 閉塞、摩耗、腐食

・燃料移送ポンプ（非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）） 閉塞、摩耗、腐食

・排気筒

・非常用ガス処理系排気管

・排気筒モニタ

閉塞、摩耗

・換気空調設備（中央制御室空調換気系、原子炉建物付属棟空調換気系） 閉塞、摩耗、腐食、大気汚染

外部から取り入れた屋内の

空気を機器内に取り込む

機構を有する施設

・計測制御系統施設（安全保護系盤）

・計測制御用電源設備（計装用無停電交流電源装置）

・非常用所内電気設備（所内電源系統）

腐食、絶縁低下

・非常用ディーゼル発電機Ａ系およびＢ系給気口

・非常用ディーゼル発電機排気消音器及および排気管
荷重、腐食

・取水設備（除じん装置） 閉塞、摩耗、腐食

屋外に設置されている施設

降下火砕物を含む空気の

流路となる施設

外部事象防護対象施設に波

及的影響を及ぼし得る施設

外

部

事

象

防

護

対

象

施

設



29【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（３／７）

（２）気中降下火砕物濃度に対して評価が必要な影響因子の整理
降下火砕物濃度による評価への影響を考慮し、気中降下火砕物濃度に対して評価が必要となる影響因子

は閉塞である。

：保安規定審査での説明項目

（３）気中降下火砕物濃度に対する評価対象施設の抽出
評価対象施設の閉塞に対する評価内容の検討の結果、気中降下火砕物濃度に対する評価が必要な再

評価対象施設は非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）である。
非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）以外の施設については、降下火

砕物濃度の増加を考慮しても降下火砕物の粒径や侵入量が変わらないこと等により、気中降下火砕物濃度に
対する影響はない。

気中降下火砕物濃度に対する再評価対象施設の抽出結果を次表に示す。

影響因子 降下火砕物濃度による評価への影響 評価の要否

荷重 想定する降下火砕物の層厚は変わらないことから、荷重評価への影響はない。 不要

閉塞
気中降下火砕物濃度が増加することにより影響を受ける可能性のあるもの（給気

フィルタ）については、評価が必要。
一部要

腐食
評価対象施設は、外面の塗装や耐腐食材料の使用等を行っていることから、短期で

の腐食への影響はない。
不要

摩耗 降下火砕物は、砂より硬度が低くもろいことから、短期での摩耗への影響はない。 不要

大気汚染
中央制御室の換気空調系の給気隔離弁を閉止し、系統隔離運転モードとすること

としており、大気汚染への影響はない。
不要

絶縁低下
絶縁低下を考慮する施設は空調管理された区域に設置されていることから、絶縁低

下への影響はない。
不要



30【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（４／７）

：保安規定審査での説明項目

評価対象施設 影響因子

・原子炉建物

・制御室建物

・タービン建物

・廃棄物処理建物

・排気筒モニタ室

・ディーゼル燃料貯蔵タンク室

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵

　タンク格納槽

荷重

腐食
・ 影響因子として閉塞がないため評価不要。

海水ポンプ（原子炉補機海水

ポンプ、高圧炉心スプレイ補機

海水ポンプ）

荷重

閉塞

摩耗

腐食

・

⇒

ポンプの狭隘部については降下火砕物の粒径より大きく、降下火砕物による

閉塞には至らない。軸受部には異物逃がし溝を設けており、降下火砕物によ

る閉塞には至らない。また、電動機については、電動機を冷却する冷却管の

内径または流路の出口径は降下火砕物の粒径より大きくすることで閉塞に

は至らない。

降下火砕物の粒径は変わらないことから影響なし。

海水ストレーナ（原子炉補機

海水ストレーナ、高圧炉心スプ

レイ補機海水ストレーナ）およ

び下流設備

閉塞

摩耗

腐食

・

⇒

降下火砕物の粒径は、ストレーナのメッシュサイズよりも小さく、閉塞することは

ない。また、ストレーナは差圧管理されており、一定の差圧になると切替えて、

清掃を行うことから、閉塞することはない。

降下火砕物の粒径は変わらないことから影響なし。

非常用ディーゼル発電機

閉塞

摩耗

腐食

・ 降下火砕物濃度の増加に伴い、給気フィルタの閉塞時間が短くなるため評

価が必要。

評価内容および降下火砕物濃度による影響



31【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（５／７）

評価対象施設 影響因子

燃料移送ポンプ（非常用ディー

ゼル発電機（燃料移送系））

閉塞

摩耗

腐食

・

⇒

燃料移送ポンプ本体への異物混入経路としては、軸貫通部があるが、当該

部はメカニカルシール等を用いて潤滑剤や内部流体の漏えいのないように適

切に管理されていることから、降下火砕物が内部に侵入することはない。ま

た、電動機については「全閉屋外外扇形」であるため、降下火砕物が内部に

侵入することはない。

降下火砕物の侵入量は変わらないことから影響なし。

換気空調設備（中央制御室

空調換気系、原子炉建物付

属棟空調換気系）

閉塞

摩耗

腐食

大気汚染

・

⇒

中央制御室換気系については、給気隔離弁を閉止および系統隔離運転

モードとすることにより、中央制御室の居住性が確保できる。また、その他の

換気空調設備については、空調停止による対応が可能である。

給気隔離弁の閉止、系統隔離運転モードおよび空調停止によりフィルタ閉

塞の影響なし。

・排気筒

・非常用ガス処理系排気管

・排気筒モニタ

閉塞

摩耗

腐食

・

・

⇒

排気筒については、排気筒の排気速度が降下火砕物の降下速度を上回っ

ており、非常用ガス処理系排気管については、侵入しにくい構造となっている

ことから降下火砕物により閉塞することはない。

排気筒モニタのサンプリング配管の計測口は、下方から吸い込む構造である

こと、また排気筒内部に設置することにより、降下火砕物が侵入しないことか

ら、機器の機能に影響を及ぼすことはない。

降下火砕物の侵入量は変わらないこと、粒径に変更はなく、降下速度は変

わらないことから影響なし。

評価内容および降下火砕物濃度による影響



32【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（６／７）

評価対象施設 影響因子

・計測制御系統施設（安全

　保護系盤）

・計測制御用電源設備

（計装用無停電交流電源

　装置）

・非常用所内電気設備

（所内電源系統）

腐食

絶縁低下
・ 影響因子として閉塞がないため評価不要。

・非常用ディーゼル発電機Ａ系

　およびＢ系給気口

・非常用ディーゼル発電機排気

　消音器および排気管

荷重

腐食
・ 影響因子として閉塞がないため評価不要。

取水設備（除じん装置）

閉塞

摩耗

腐食

・

⇒

降下火砕物の粒径は取水設備の目開きの間隔よりも十分小さく、取水設

備（除じん機）が閉塞することはない。

降下火砕物の粒径は変わらないことから影響なし。

評価内容および降下火砕物濃度による影響



33【参考】降下火砕物に対して評価すべき施設の抽出（７／７）

２．その他火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な施設の抽出
火山影響等発生時において外部電源喪失が発生し、非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）の機能が喪失した場合は、原子炉隔離時冷却系または高圧代替注水系を用いた原子炉圧
力容器への注水による炉心冷却を行う。また、その際に必要となる施設を抽出し、影響因子を考慮して評価を行う。

その他の火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な施設の抽出
結果を下表に示す。

：保安規定審査での説明項目

必要な機能 必要な施設
影響

因子
評価結果

原子炉隔離時冷却系ポンプ ―

高圧原子炉代替注水ポンプ ―

サプレッションチェンバ ―

Ｂ－115V系蓄電池 ―

Ｂ１－115V系蓄電池（ＳＡ） ―

230V系蓄電池（ＲＣＩＣ） ―

ＳＡ用115V系蓄電池 ―

復水貯蔵タンク
荷重

腐食
影響因子に対して健全性を有していることを確認する。

居住性 緊急時対策所 ― 居住性を確実に確保するための手順を整備する。

通信連絡設備 ―
所内外の通信連絡機能を確実に確保するための手順を整

備する。

高圧発電機車 ―

降灰開始前に、降下火砕物に対し構造健全性を有する建

物内に移動するため、影響なし。

移動のための手順を整備する。

原子炉圧力

容器への注

水による炉心

冷却

降下火砕物に対し構造健全性を有する建物等内に設置さ

れているため影響なし。

通信連絡



34【参考】先行プラントとの比較：一号ロ（１）の対応について

島根原子力発電所２号炉における対策について、先行プラント（柏崎刈羽原子力発電所７号炉および
女川原子力発電所２号炉を例示）との比較を示す。

ロ（１）の対応方針は柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２号炉と同様に改良
型フィルタ設置による非常用ディーゼル発電機Ａ系およびＢ系の機能維持を実施する。なお、性能確認試験
によって改良型フィルタを交換・清掃しなくても24時間以上閉塞せず、非常用ディーゼル発電機Ａ系およびＢ
系を継続運転できることを確認している。

実用炉規則第八十三条

一号ロ（１） 火山影響等発生時における非常用交流動力電源設備の機能を維持するための対策に関すること。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉

対応方針

非常用ディーゼル発電機の吸気
ラインに改良型フィルタを取付け、
２台運転を行う。

非常用ディーゼル発電機Ａ系及
びＢ系の吸気ラインに火山灰フィ
ルタを取付け、２台運転を行う。

非常用ディーゼル発電機Ａ系お
よびＢ系の給気口に改良型フィ
ルタを取り付けたフィルタコンテナを
接続し、２台運転を行う。

改良型フィル
タ閉塞時間
の推定手法

試験によって系統の許容差圧へ
の到達時間を測定

試験によって系統の許容差圧へ
の到達時間を測定

試験によって系統の許容差圧へ
の到達時間を測定

改良型フィル
タ閉塞時間

24時間以上（24時間時点で
許容差圧未満）

24時間以上（24時間時点で
許容差圧未満）

24時間以上（24時間時点で
許容差圧未満）

保安規定上
での運用

交換・清掃を必要としない 交換・清掃を必要としない 交換・清掃を必要としない



35【参考】先行プラントとの比較：一号ロ（２）の対応について

ロ（２）の対応方針は、柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２号炉と同様に、
タービン駆動の常設施設による炉心冷却としている。ただし、格納容器設計の違いにより、柏崎刈羽原子力
発電所７号炉で実施している格納容器ベントを実施する必要がない。

実用炉規則第八十三条

一号ロ（２）
ロ（１）に掲げるもののほか、火山影響等発生時における代替電源設備その他の炉心を冷却する
ために必要な設備の機能を維持するための対策に関すること。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉
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高圧炉心 

スプレイ 

ポンプ 

MO 

高圧原子炉 

代替注水ポンプ 

駆動用蒸気タービン 高圧原子炉 

代替注水ポンプ 

MO 

MO 

MO 

MO 

残留熱除去系へ 

MO 

復水貯蔵 

タンク 

MO 
MO 

MO 

MO 

AO 

ストレーナ ストレーナ 

スパージャ 

MO 

残留熱除去系へ 

残留熱除去系へ 

 

MO 

MO 

※ 

MO 

MO 

※ 

凡例 

   ：高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 

   ：高圧原子炉代替注水系（注水系） 



36【参考】先行プラントとの比較：一号ロ（３）の対応について

ロ（３）の対応方針は、柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２号炉と同様に、
タービン駆動の常設施設による炉心冷却としている。ただし、格納容器設計の違いにより、柏崎刈羽原子力
発電所７号炉で実施している格納容器ベントを実施する必要がない。

実用炉規則第八十三条

一号ロ（３）
ロ（２）に掲げるもののほか、火山影響等発生時に交流動力電源が喪失した場合における炉心の
著しい損傷を防止するための対策に関すること。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉

 

サプレッション 

チェンバ 

原
子
炉
圧
力
容
器 

主蒸気系へ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

 

ドライウェル 

MO MO 

AO AO 

MO 

MO HO 

原
子
炉 

浄
化
系
よ
り 

原子炉隔離時 

冷却系ポンプ 

MO 

AO 
給水系より 

MO 

AO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

復水貯蔵 
タ ン ク 

凡例 

   ：原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

   ：原子炉隔離時冷却系（注水系） 



37【参考】先行プラントとの比較：四号の通信連絡設備に対する対策について

通信連絡設備に対する対策は、女川原子力発電所２号炉では屋外に設置した電源車（緊急時対策
所用）にフィルタコンテナを接続するが、島根原子力発電所２号炉では、柏崎刈羽原子力発電所７号炉と
同様に、原子炉建物内に移動した高圧発電機車からの給電または乾電池により通信連絡設備を使用する。

実用炉規則第八十三条

四号
前三号に掲げるもののほか、設計想定事象、重大事故等または大規模損壊の発生時における発電
用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動を行うために必要な体制を整備すること。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉

火山影響等発生時における通信連
絡について、降下火砕物の影響を受
けない有線系の設備を複数手段確保
することにより機能を確保する。非常用
ディーゼル発電機の機能が喪失した場
合においては、タービン建屋内に配置
した5号炉原子炉建屋内緊急時対
策所用可搬型電源設備から5号炉
原子炉建屋内緊急時対策所内の通
信連絡設備へ給電する。

火山影響等発生時における通信連
絡について、降下火砕物の影響を受
けない有線系の設備を複数手段確保
することにより機能を確保する。非常用
ディーゼル発電機Ｂ系の機能が喪失
した場合においては、電源車（緊急
時対策所用）から緊急時対策所内
の通信連絡設備へ給電する。火山影
響等発生時にはフィルタの取替え・清
掃が容易なフィルタコンテナを接続する。

火山影響等発生時における通信連
絡について、降下火砕物の影響を受
けない有線系の設備を複数手段確保
することにより機能を確保する。非常用
ディーゼル発電機Ａ系の機能が喪失
した場合においては、原子炉建物内に
配置した高圧発電機車から緊急時対
策所内の通信連絡設備へ給電する。



38【参考】先行プラントとの比較：火山灰対応の着手基準について

火山灰対応の着手基準は、柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２号炉と同様に、
噴火後10分以内に降灰予報が発表されない場合でも着手を行うこととする。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉

○気象庁が発表する降灰予報（「速
報」又は「詳細」）により柏崎刈羽
原子力発電所を含む地域（柏崎
市、刈羽村）への「多量」の降灰が
予想された場合、気象庁が発表す
る噴火に関する火山観測報におい
て、地理的領域（発電所敷地から
半径１６０ｋｍ）内の火山に噴
火が確認されたが、噴火後１０分
以内に降灰予報が発表されない場
合又は降下火砕物による発電所へ
の重大な影響が予想された場合

○気象庁が発表する降灰予報（「速
報」または「詳細」）により女川原子
力発電所を含む地域（女川町、
石巻市）への「多量」の降灰が予
想された場合、気象庁が発表する
噴火に関する火山観測報において
地理的領域（発電所敷地から半
径１６０ｋｍ）内の火山に噴火
が確認されたが噴火後１０分以内
に降灰予報が発表されない場合ま
たは降下火砕物による発電所への
重大な影響が予想された場合

○気象庁が発表する降灰予報（「速
報」または「詳細」）により島根原子
力発電所を含む地域（松江市）
への「多量」の降灰が予想された場
合、気象庁が発表する噴火に関す
る火山観測報において，地理的領
域（発電所敷地から半径１６０
ｋｍ）内の火山に噴火が確認され
たが，噴火後１０分以内に降灰
予報が発表されない場合または降
下火砕物による発電所への重大な
影響が予想された場合



39【参考】先行プラントとの比較：原子炉の停止基準について

原子炉の停止基準は、柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２号炉と同様に、噴
火後、降灰予報が発表されない場合において、噴火した火山との距離を踏まえ外部電源の状況に応じて停
止判断を行う。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉

○火山影響等発生時において、発電
所を含む地域（柏崎市、刈羽
村）に降灰予報「多量」が発表さ
れた場合

○発電所より半径１６０ｋｍ以内
の火山が噴火したが、降灰予報が
発表されない場合において、保安
規定第５８条の３に定める外部
電源５回線のうち、３回線以上が
動作不能となり、動作可能な外部
電源が２回線以下となった場合
（送電線の点検時を含む。）又は
全ての外部電源が他の回線に対し
独立性を有していない場合

○火山影響等発生時において、発電
所を含む地域（女川町、石巻
市）に降灰予報「多量」が発表さ
れた場合

○発電所より半径１６０ｋｍ以内
の火山が噴火したが、降灰予報が
発表されない場合において、第５
８条に定める外部電源５回線のう
ち、３回線以上が動作不能となり、
動作可能な外部電源が２回線以
下となった場合（送電線の点検時
を含む。）又は全ての外部電源が
他の回線に対し独立性を有してい
ない場合

○火山影響等発生時において、発電
所を含む地域（松江市）に降灰
予報「多量」が発表された場合

○発電所より半径１６０ｋｍ以内
の火山が噴火したが、降灰予報が
発表されない場合において、保安
規定第５７条の３に定める外部
電源３回線のうち、１回線以上が
動作不能となり、動作可能な外部
電源が２回線以下となった場合
（送電線の点検時を含む。）また
は全ての外部電源が他の回線に対
し独立性を有していない場合



40【参考】先行プラントとの比較：気中火山灰濃度の推定方法について

気中火山灰濃度の算出方法は、柏崎刈羽原子力発電所７号炉および女川原子力発電所２号炉と同
様に、原子力発電所の火山影響評価ガイドにおける「降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕
物濃度を推定する手法」を用いている。

柏崎刈羽原子力発電所７号炉 女川原子力発電所２号炉 島根原子力発電所２号炉

推定手法

原子力発電所における火山影
響評価ガイド記載の「降灰継続
時間を仮定して降灰量から気中
降下火砕物濃度を推定する手
法」

原子力発電所における火山影
響評価ガイド記載の「降灰継続
時間を仮定して降灰量から気中
降下火砕物濃度を推定する手
法」

原子力発電所における火山影
響評価ガイド記載の「降灰継続
時間を仮定して降灰量から気中
降下火砕物濃度を推定する手
法」

堆積量 35 cm 15 cm 56 cm

粒径分布 Tephra2による算出結果 Tephra2による算出結果 Tephra2による算出結果

気中降下火
砕物濃度

3.3 g/m3 2.7 g/m3 8.8 g/m3



41【参考】ＰＷＲとＢＷＲにおける対策例



42

 １号炉については、火山影響により電源機能

が喪失し使用済燃料プールの冷却機能が失

われた場合であっても、従来の第１３９条

（電源機能喪失時の体制の整備）の体制、

活動により、可搬型設備を用いた使用済燃

料プールへの給水等の必要な措置を講じるこ

とで対応が可能である。

 １号炉の廃止措置計画の審査においては、

使用済燃料プール冷却系が停止した場合、

施設運用上の基準（使用済燃料プール水

温６５℃）に達するまでの時間を約１０日

と評価しており、必要な措置を講じるまでの時

間的余裕は十分にある。

事象発生

使用済燃料プールの周辺環境の把握

使用済燃料プールへの給水方法の決定

既設設備を用いた使用済燃料プールへの給水

可搬型設備を用いた屋内消火栓を経由した
使用済燃料プールへの給水

可搬型設備を用いた使用済燃料プールへの直接給水

⇒第１３９条（電源機能喪失時の体制の整備）において、交流電源を供給する全ての設備
の機能が喪失した場合、原子炉施設内において溢水が発生した場合等で使用済燃料プール
を冷却する全ての設備の機能が喪失した場合における原子炉施設の保全のための活動を行う
体制の整備について規定されているが、同条文に火山影響等発生時にも同じ対応を行うこと
を明確にする。

４．第２編 火山影響等発生時の体制の整備について



43５．指摘事項に対する回答（第２編）

No 審査会合（3/28）指摘事項 回答 資料

1 保安規定（第２編）の主な変
更点について、「１号炉の放射性
液体廃棄物処理系の共用取止
め」とあるが、その他にも共用を取
り止める設備はないのか今後説
明すること。

１号炉の設備で２号炉と共用を取り止める設備は、放射性液
体廃棄物処理系および不活性ガス系であるが、不活性ガス系に
ついては、共用取り止めに伴う保安規定への影響がないことを確
認している。
そのため、今回の申請において共用取止めに伴う保安規定の変
更を行うのは、放射性液体廃棄物処理系のみとなる。

ー




